
　第１号様式　（第５条関係）

記
１　対象児童について

人

子（番目）

２　世帯状況について

〒 －

昭和

平成

昭和

平成

３　振込口座について

４　その他

郡　山　市　長

申請日 令和　　　　年　　　　月　　　　日

フリガナ

申請者
(保護者)

※申請者が自著すること

郡山市多子世帯保育料軽減補助金交付申請書

　このことについて、令和６年度の標記補助金を下記のとおり申請します。
　なお、申請に際し、市長が標記補助金の交付事務に必要な下記４の（１）～（３）の情報を調査し利用すること及び対象
児童が入所する施設の長に下記４の（４）の事項を委任することについて、同意します。

入所している
認可外保育施

設の名称
入所年月  令和　　　　　　年　　　　　月

対象児童
住　　所

兄弟姉妹の
人数・順番

 今年度４月１日現在、18歳に満たない兄弟姉妹の人数
補助区分
（該当に○）

第 ２ 子
・

第３子以降 対象児童は、18歳に満たない兄弟姉妹全員の中で、第

（フリガナ）

生年月日 　　年　　　　月　　　　日　　（　　　　歳）  対象児童
氏　　名

※企業主導型保育施設の利用者のみ記入
〒　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　     　　（　　　       ）

氏　　　　　名 生年月日 年齢
児童から
みた続柄 備考 事務処理欄（記入不要）

　※この欄には、申請日現在の父、母、世帯主が父母以外の場合の世帯主、対象児童の兄弟姉妹全員を記載すること
     （対象児童本人は記載不要）

申請人の住所
（対象児童と住所が同じ場

合は、記載不要） 電話番号　　　　　（　　     　）

同居

別居

母
同居

父

別居

※申請人の口座を指定すること。申請人と異なる名義を指定する場合は、委任状を提出すること。

金融機関名称 支店名称

(1)　申請人が属する世帯の状況（世帯に属する者の氏名、生年月日、年齢、性別、続柄、郡山市の住民となった日）

(2)　子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第30条の11に規定する施設等利用費の受給（幼児教育・保育の無償化）の状況

(3)　対象児童が入所する施設が保有する対象児童の入所期間及び保育料の納入実績等必要な情報

(4)　対象児童が入所する施設の長が、対象児童の入所期間及び保育料の納入実績等必要な事項を記した書類を添えて、
　　  標記補助金の実績報告書を市長へ提出すること

口座種別 ※どちらかに〇 普通  ・  その他(             )

口座名義人（カタカナ） 口座番号

・地域枠を利用している □

・従業員（企業）枠を利用しているが、保育料は地

域枠の児童と同一の額である □


